
　18歳人口の減少が続く一方で、大学数および募集定員
は依然増加しており、二極化・大学淘汰の時代を迎えて
いる。定員規模の大きい大学を中心として、学部新設・
改組などの積極的な大学改革や、中・高の系列化・付属
化などによる囲い込みが行われており、大学間競争は激
化している。
　このような状況の中、受験生、保護者、進路指導関係
者等ステークホルダーからの支持を得るためには、あら
ゆる接触機会を有効に活用し、また密接な関係を構築す
る中で、常に新しい情報、有益な情報を発信し続けるこ
とが重要と考える。
　2010年度入試においては、以下の学生募集戦略に基づ
き、積極的な広報展開を図ることとする。
① 社会が大学を評価する一定の指標となっている「総志
願数」については、従来からその目標としている50,000
件達成に向け、社会的認知度の維持・向上を目指す。
② 「高大連携協定指定校」「大学政策枠指定校」「学部政
策枠指定校」を地元および地方強化の拠点と位置付け、
全国の有力校との関係を強化し、本学への志向性が強
い優秀な学生の確保に努める。
③ 地元近畿圏はもとより、県外流出率が高く本学に対す
る一定の認知がある周辺県への募集活動を、370周年
記念事業との連携を図りつつ総合的に実施する。
④ 新聞・雑誌以外に、受験情報メディアを活用した非接
触者への計画的な大学情報発信を推進し、認知度向上
を図る。

2010年度入試制度改革の概要1
◯センター試験利用入試（中期募集）の新設
　これまで一般入試B日程における一方式として位置づけ
ていた「センター試験併用方式」を、センター試験利用入
試に位置づけ、中期募集として募集人員を新たに設定する。
これに伴い、現在実施している前期募集の出願締切日を、
大学入試センター試験日前日に移行する。
　また、短期大学部において、センター試験のみを利用す
る中期募集を新設する。

2010年度入学試験2
◯主な入学試験日程
　主な2010年度入学試験は、２教科型公募推薦入試が2009

年11月28日(土)、29日(日)の２日間、一般入学試験A日程
が2010年１月23日(土)、24日(日)、30日(土)の３日間、B
日程が２月11日(木)、12日(金)の２日間、C日程が３月７

日(日)の予定で実施する。
◯募集人員
　各学部・学科・専攻における各入試形態の予定募集人員
は「2010(平成22)年度入試募集人員一覧」のとおりである
が、推薦入試関係の募集人員については、暫時一般入試と
同程度の比率まで引き上げ、競合他大学との競争力の維持
向上に努める。

入学志願者募集活動3
◯強化地域における展開
　志願数50,000件の達成に向けて、実志願者を開拓し、す
そ野を広げる。総志願数の約４分の３を占める近畿、特に
通学90分圏内の地域を最重要地域と位置づけ、志願実績に
優れた高等学校進路指導部を中心として積極的な訪問活動
を展開する。あわせて、本学に対する一定の認知があり、
県外流出率が高い東海、北陸、中・四国地方に対して、
370周年記念事業との連携を図りつつ集中的・総合的に展
開する。
◯広報の充実
　受験生向け大学案内誌により学生の様々な「満足」を訴
求するとともに、Webページ、携帯サイト、メールマガ
ジン、DMを、受け手の視点に立ってさらなる改良を加え、
相互の連携を図って情報提供を充実させる。
◯本学主催イベントの開催
　本学を志望する受験生やその保護者との重要な接触機会
である「オープンキャンパス」については、身近な存在で
ある在学生の活躍が見える内容で構成する。また、「教員
対象入試説明会」や「入試直前対策講座」についても内容
や開催地域を、より充実させて開催する。
◯構成員の参画
　事務職員で構成する入試アドバイザーを、引き続き全国
で開催される入試相談会へ派遣する。課長職位者による大
阪地区の高等学校訪問については実績等訪問校の変更を加
えつつ継続する。各学部教員による模擬講義等出張につい
ては高大連携推進室とも連携を図り、積極的参加を推進す
る。
◯東京・大阪オフィスでの展開
　東京オフィスとの連携による学生募集活動として、関東
圏における情報収集や、教育関係機関との協力関係構築を
積極的に推進する。また、大阪オフィスにおいては、受験
生やその保護者への情報提供の場として積極的に活用する
とともに、高校進路指導関係者対象の説明会・懇談会等を
開催し、大阪地区における学生募集活動の拠点とする。

9 学生募集に関する事項



2010（平成22）年度入試募集人員一覧
（単位：人）

学部／学科／専攻 入学
定員

一般入試 推薦入試 特別入試
募集人員
合計一般入学

試験
センター
試験利用 公募 その他 留学生・

帰国生徒 社会人

文学部

真宗学科 139 60 10 14 55 若干名 若干名 139

仏教学科 113 51 6 15 41 若干名 若干名 113

哲学科
哲学専攻 69 40 7 10 12 若干名 若干名 69

教育学専攻 94 48 10 14 22 若干名 若干名 94

史学科
国史学専攻 69 36 6 10 17 若干名 若干名 69

東洋史学専攻 69 36 6 11 16 若干名 若干名 69

仏教史学専攻 69 36 6 11 16 若干名 若干名 69

日本語日本文学科 94 51 10 12 21 若干名 若干名 94

英語英米文学科 94 51 10 12 21 若干名 若干名 94

文学部小計 810 409 71 109 221 若干名 若干名 810

経済学部 現代経済学科・国際経済学科
（一括募集） 500 250 50 95 105 若干名 － 500

経営学部 経営学科 445 220 25 86 114 若干名 － 445

法学部
法律学科 340 184 41 43 72 若干名 － 340

政治学科 110 61 14 11 24 若干名 － 110

法学部小計 450 245 55 54 96 若干名 － 450

理工学部

数理情報学科 82 31 10 14 27 若干名 － 82

電子情報学科 82 31 10 14 27 若干名 － 82

機械システム工学科 90 33 12 16 29 若干名 － 90

物質化学科 82 31 10 14 27 若干名 － 82

情報メディア学科 82 31 10 14 27 若干名 － 82

環境ソリューション工学科 82 31 10 14 27 若干名 － 82

理工学部小計 500 188 62 86 164 若干名 － 500

社会学部

社会学科 165 71 23 33 38 若干名 － 165

コミュニティマネジメント学科 100 41 14 18 27 若干名 － 100

地域福祉学科 125 51 18 25 31 若干名 － 125

臨床福祉学科 120 49 18 24 29 若干名 － 120

社会学部小計 510 212 73 100 125 若干名 － 510

国際文化学部 国際文化学科 420 190 31 87 82 30 若干名 420

大学合計 3,635 1,714 367 617 907 30 3,635
短期大学部 社会福祉科 242 60 20 120 42 若干名 若干名 242

総合計 3,877 1,774 387 737 949 30 3,877


